
資料６ 

令和５年度募集（令和６年度採用）臨床研修医の募集定員等の設定について 

 

 

１ 背景 

令和２年度から、医師臨床研修制度について一部権限が厚生労働省（以下「厚

労省」という。）から都道府県へ移譲されたことに伴い、厚生労働省が定める

都道府県別の上限の範囲内で、各臨床研修病院における研修医の募集定員につ

いて都道府県で設定を行う。 
 
２ 募集定員案（医師臨床研修連絡協議会案） 

   

 

 

 

３ 算定方法 

・令和２年 10 月 29 日地域医療対策協議会で決定された算定方法に基づく。

（別添「募集定員の算定方法」参照） 

・算定方法に則り、各病院の希望定員数を照会した結果、各病院の希望定員

数の合計は 246 人となった。（国が示した本県の募集定員上限は 265 人） 

 

別紙「令和５年度募集（令和６年度採用）臨床研修医の募集定員及び修学

生採用枠（上限）」のとおり 
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臨床研修病院名
R5（R6採用)
募集定員

R5(R6採用)
修学生採用枠
（上限）

前年度
募集定員

前年度
修学生採用枠
（上限）

水戸赤十字病院 5 3 5 3
総合病院水戸協同病院 10 6 10 6
水戸済生会総合病院 10 4 10 5
水戸医療センター 9 4 9 4
茨城県立中央病院 10 5 10 5

茨城県立中央病院
（自治医科大学卒業者見込み数（マッチング外採用）） 3 - 1 -

(株)日立製作所日立総合病院 12 7 12 7
(株)日立製作所ひたちなか総合病院 8 5 8 5
東京医科大学茨城医療センター 10 6 10 6
牛久愛和総合病院 6 4 5 3
つくばセントラル病院 7 3 5 3
ＪＡとりで総合医療センター 5 2 5 2
総合守谷第一病院 2 2 2 2
龍ケ崎済生会病院 2 2 - -
友愛記念病院 7 4 7 4
茨城西南医療センター病院 8 5 8 5
総合病院土浦協同病院 15 4 15 4
独立行政法人国立病院機構
霞ヶ浦医療センター 3 1 3 1

筑波記念病院 10 4 10 4
筑波大学附属病院 90 15 90 15
筑波メディカルセンター病院 13 5 13 5
筑波学園病院 5 2 3 2

114 62 107 60

136 31 134 31

250 93 241 91

265 241

15 0

募集定員上限

令和５年度募集（令和６年度採用）臨床研修医の募集定員及び修学生採用枠（上限）

合計

医師不足地域内計

医師不足地域外計

医師不足
地域外

医師不足
地域

定員残

- 2 -



参 考 

令和５年度（令和６年度採用）募集定員の算定方法 

 
 

○前年度（令和４年度）と同様の算定方法とする。 

（R2.10.29 地域医療対策協議会で決定された方法） 

 

（１）県における病院ごとの募集定員の算定（従来厚生局が用いていた算定方法） 

  ① 過去３年間の研修医の受入実績の最大値（医師派遣実績加算を含む）（A） 

      ※医師派遣加算：医師派遣等が行われている常勤の医師数が 20人以上の場合を１とし、 

5 人増える毎に１を加え、80人以上の場合を 13とする。 

② ①の県内病院の合計（A´）が、基礎数値（厚生局の用いていた基礎数値の算定にならっ

た「基本となる数（人口又は医学部入学定員に応じた配分）」と「地理的条件等の加算」

の合計）（B）を超える場合は次の計算式により調整する。（計算式：A×B／A´） 

  ③ 各病院が希望する募集定員（C）が②の値を上回る場合は②の値、下回る場合は Cの値と 

する。 

  ④ 小児科・産科研修プログラムの募集定員の特例加算として、③まで計算した値が 20人以 

上の場合は 4人分を加算する。 

  ⑤ ①～④までの手順で算出した値が、0～1人の場合は、最低募集定員 2人を確保するため、 

調整加算を行う。 

※医師不足地域でない地域（人口 10万人対医師数が全国値を上回る二次医療圏）の病院

で、直近 2 年間の実績が 0人の場合は、募集定員は 0人。 

 

（２）県による調整枠の配分 

（１）の計算結果から厚生労働省が定める県の上限枠との差（県調整枠）について、県で定

める配分ルールに基づき各病院へ配分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）国の上限数と県設定の募集定員 

 国から示された募集定員の上限(A) 県設定の募集定員(B) 差引(A)-(B) 

Ｒ４募集 241 241 0 

Ｒ３募集 255 247 8 

Ｒ２募集 276 251 25 

令和３年度以降 

配分ルール 

・各病院の希望定員数とする。 
※各病院の希望定員数の合計が、国が定める県の上限枠を上回る場合は、令和２年度

の配分ルールを採用する。 
【令和２年度の配分ルール】 
①各病院の修学生採用枠（上限）を最低数とする。 
②前年度フルマッチした病院は希望どおりの数を配分する。 
③直近３年の採用実績のうち、最も多い年度の実績を最低数とする。 
④上記ルールで配分した結果、配分数に残が出た場合には、病院間の協議により配分

を決定する。 
⑤最終的に残が出た場合には、配分せず、各病院への配分数の合計を県全体の募集定

員とする。 
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○県の募集定員設定に係る国の規定の改正について 

「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」の一部改

正（令和４年３月 31 日付け厚生労働省医政局通知）により、都道府県における病院ごとの募

集定員の設定について、各病院の妊娠・出産・育児に関する施設及び取組を勘案して当該定

員を設定するような内容が盛り込まれた。 
 

【対応】 
各病院が希望する募集定員数の合計が、国が示す募集定員上限を大きく上回るなど、現

在本県が用いている算定方法による調整が難しくなった場合は、各病院の妊娠・出産・育

児に関する施設及び取組を勘案した募集定員の配分を検討する。 
 

＜参考＞ 

（抜粋）「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」 

（一部改正 令和４年３月 31日） 

通知第２の 23（２） 
都道府県知事は、(1)にて設定された上限の範囲内で、医師少数区域等における医

師の数の状況、各病院の研修医の受入実績、その他地域の実情等を勘案して、地域医

療対策協議会の意見を踏まえ、病院ごとの定員の算定方法をあらかじめ定め、当該

定員を設定することとし、各病院の妊娠・出産・育児に関する施設及び取組を勘案し

て当該定員を設定するよう努めること。 
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単位：人数

募集定員上限枠
各病院の希望定員数の合計が上

限枠を下回る場合

R2年度 R3年度 R4年度
募集定員上限

(265)
希望募集定員まで

追加配分

a b c d e A B C D E F G Ｃ－Ｇ

水戸赤十字病院 4 5 5 5 5 5 5 5 5 0 5

総合病院水戸協同病院 10 9 10 10 10 10 10 10 10 0 10

水戸済生会総合病院 8 10 10 10 10 10 10 10 10 0 10

水戸医療センター 6 5 9 9 9 9 9 9 9 0 9

茨城県立中央病院 12 11 11 12 12 12 13 12 12 1 13

(株)日立製作所　日立総合病院 9 10 11 11 11 11 12 11 11 1 12

(株)日立製作所　ひたちなか総合病
院

8 7 8 8 8 8 8 8 8 0 8

東京医科大学茨城医療センター 5 7 10 10 10 10 10 10 10 0 10

牛久愛和総合病院 5 5 5 5 5 5 6 5 5 1 6

つくばセントラル病院 2 2 2 2 2 7 2 2 5 7

ＪＡとりで総合医療センター 4 5 5 5 5 5 5 5 5 0 5

総合守谷第一病院 1 2 2 2 2 2 2 2 0 2

龍ケ崎済生会病院 2 2 2 0 2

友愛記念病院 1 1 1 1 1 7 1 1 2 5 7

茨城西南医療センター病院 4 5 8 8 8 8 8 8 8 0 8

総合病院土浦協同病院 15 15 15 15 15 15 15 15 15 0 15

独立行政法人国立病院機構霞ヶ浦
医療センター

1 2 1 2 2 2 3 2 2 1 3

筑波記念病院 7 7 7 7 7 7 10 7 7 3 10

筑波大学附属病院 52 60 52 60 13 73 71 84 71 71 13 84

筑波大学附属病院（小・産） 6 6 6 0 6

筑波メディカルセンター病院 9 8 10 10 10 10 13 10 10 3 13

筑波学園病院 2 2 1 2 2 2 5 2 2 3 5

合　　　計 164 176 181 194 13
207 201

205 250 211 0 3 214 265 36 250 15

令和５年度募集（令和６年度採用）の研修医の募集定員とその算定過程

算定方法（１）（従来厚生局が用いていた算定方法）
算定方法（２）（県による調整枠の配

分）

令和５年度
募集定員

定員残

二次医療圏 病院名

受入実績
a～cの
最大値

医師派遣実
績加算

d+e
①

基礎数値
※

A'がBを超え
た場合の調

整
(A×B/A')
②

算定方法
（１）の合計
（D＋E＋F）

※基礎数値について
　本県の算定においては，例年厚生労働省の用いていた基礎数値の算定にならい「基本となる数（人口又は医学部入学定員に応じた配分）192人」と「地理的条件による加算16人」の合計を「基礎数値」として使用。
【参考】例年厚生労働省の用いていた基礎数値の算定
　「人口又は医学部入学定員に応じた配分」と「地理的条件等の加算」の合計）

水戸

日立

常陸太田・
ひたちなか

古河・坂東

土浦

最低2名にす
るための調

整

②とCの小さ
い方

希望募集定
員

つくば

小児科・産
科特例加算

取手・
竜ケ崎

(A) (B)
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令和６年度の全国の募集定員上限と各都道府県の募集定員上限の算出方法

■各都道府県の募集定員上限

④激変緩和(直近の採用数保障)

研修希望者数（10,538人） ✕ 1.06※1 ＋ 令和５年度の募集定員上限（11,260人）と募集定員（11,066人）の差分✕1/5※２

■全国の募集定員上限（１1,２０９人）

※1 令和7年までに段階的に1.05まで縮小
※2 令和7年までに段階的に縮小・廃止

Ⓐ 人口分布

全国の研修医総数（9,484人） ×

全国の研修医総数（9,484人）×

都道府県の人口

全国の総人口

Ⓑ 医学部入学定員

医学部の入学定員

全国の医学部入学定員

全国の研修医総数（9,４８４人）×

* Ⓑ(入学定員)を用いる場合、Ⓐ(人口分布)の1.2倍を限度

①基本となる数

ⒶとⒷの多い方*

ⒶとⒷの多い方*の全都道府県
合計

③地理的条件等による加算

地域枠入学者数 ×1.0６(今回の倍率)

②地域枠による加算

＋

＋

(1)100㎢当たり医師数※3

(2)離島の人口※3

(3)医師少数区域の人口※4

(4)都道府県間の医師偏在状況※5

※3 それぞれに一定の係数をかけた値を加算
※4 残りの数に「都道府県の医師少数区域の

人口/全国の人口」をかけた値を加算
※5 さらに残った数を、都道府県間の医師偏

在状況に応じて按分

・①～③の合計（「仮上限」）が、直近（令和４年度）の採用数に満たない場合、各都道府県の令和４年度採用数を当該都道府県の
募集定員上限とする

・上記により追加する定員は、他の都道府県の「仮上限」から
に応じて定員を削減して捻出
ただし、「令和５年度の募集定員上限を全て病院に配分した都道府県」は、「仮上限」からの定員削減の対象外とする

各都道府県の（「仮上限」 － 令和４年度採用数）

各都道府県の（「仮上限」 －令和４年度採用数）の合計

＋⑤募集定員上限の減少率が全国の募集定員上限の減少率を上回る場合の加算 ※上記11,209人に別途加算するもの

・①～④の結果、令和５年度の募集定員上限からの減少率が、全国の募集定員上限の減少率（0.5％）を上回る都道府県（令和５年
度の募集定員上限を全て病院に配分しており、かつ、④の加算の対象ではない都道府県に限る）に、減少率が0.5％となるまで加算
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（別紙）令和６年度基礎研究医プログラム定員

都道府県 大学病院の名称 定員

１ 宮城県 東北大学病院 2

２ 茨城県 筑波大学附属病院 1

３ 栃木県 獨協医科大学病院 1

４ 埼玉県 埼玉医科大学病院 1

５ 千葉県 千葉大学医学部附属病院 1

６

東京都

慶應義塾大学病院 2

７ 帝京大学医学部附属病院 1

８ 東京医科歯科大学病院 2

９ 東京慈恵会医科大学附属病院 1

10 東京女子医科大学病院 1

11 日本大学医学部附属板橋病院 1

12 日本医科大学付属病院 1

13 順天堂大学医学部附属順天堂医院 2

14
神奈川県

聖マリアンナ医科大学病院 1

15 横浜市立大学附属病院 1

16 山梨県 山梨大学医学部附属病院 1

都道府県 大学病院の名称 定員

17 愛知県 藤田医科大学病院 1

18 滋賀県 滋賀医科大学医学部附属病院 1

19
京都府

京都大学医学部附属病院 2

20 京都府立医科大学附属病院 1

21

大阪府

大阪大学医学部附属病院 2

22 関西医科大学附属病院 1

23 大阪公立大学医学部附属病院 2

24 兵庫県 兵庫医科大学病院 1

25 奈良県 奈良県立医科大学附属病院 2

26 和歌山県 和歌山県立医科大学附属病院 1

27 岡山県 岡山大学病院 1

28 広島県 広島大学病院 1

29 福岡県 久留米大学病院 1

30 大分県 大分大学医学部附属病院 2

31 鹿児島県 鹿児島大学病院 1
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